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第 1 号 平成29年度徳島県一般会計補正予算（第4号）

平成29年度徳島県一般会計の補正予算（第4号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ110，000千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ494，281，057千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第1表歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第2条 債務負担行為の追加及び変更は，「第2表債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第3条 地方債の変更は，「第3表地方債補正」による。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第1表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

13 繰 越 金 6，552，381 11，000 6，563，381

1 繰 越 金 6，552，381 11，000 6，563，381

15 県 債 53，603，000 99，000 53，702，000

1 県 債 53，603，000 99，000 53，702，000

歳 入 合 計 494，171，057 110，000 494，281，057

千円 千円 千円

第1号 平成29年度徳島県一般会計補正予算（第4号）
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

8 土 木 費 48，757，443 110，000 48，867，443

5 都 市 計 画 費 3，370，237 110，000 3，480，237

歳 出 合 計 494，171，057 110，000 494，281，057

第2表 債務負担行為補正

1 追 加

事 項 期 間 限 度 額

徳島県立西部防災館の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成32年度 92，308千円

徳島県青少年センターの管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 435，426千円

徳島県立佐那河内いきものふれあいの里の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 105，381千円

徳島県立総合福祉センターの管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 158，740千円

徳島県立障がい者交流プラザ（障がい者交流センター等）の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 653，551千円

徳島県立障がい者交流プラザ（障がい者スポーツセンター）の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 254，000千円

徳島県立美馬野外交流の郷の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 72，700千円

徳島県立出島野鳥公園の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 27，904千円

再校
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徳島県立高丸山千年の森の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 92，064千円

徳島県立神山森林公園の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 361，680千円

徳島県日峯大神子広域公園等の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成32年度 544，480千円

徳島県鳴門ウチノ海総合公園等の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成32年度 373，920千円

新浜町団地県営住宅等の管理運営協定 自 平成30年度
至 平成32年度 57，993千円

県営住宅建設事業工事請負契約 平 成 30 年 度 30，000千円

徳島県立埋蔵文化財総合センターの管理運営協定 自 平成30年度
至 平成34年度 73，681千円

2 変 更

事 項
補 正 前 補 正 後

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額

道路改築事業工事請負契約 平 成 30 年 度 350，000千円 平 成 30 年 度 680，000千円

緊急地方道路整備事業工事請負等契約 平 成 30 年 度 1，560，000千円 平 成 30 年 度 1，710，000千円

公園整備事業工事請負等契約 平 成 30 年 度 680，000千円 平 成 30 年 度 980，000千円

床上浸水対策特別緊急事業工事請負等契約 平 成 30 年 度 300，000千円 平 成 30 年 度 640，000千円

地すべり対策事業工事請負等契約 平 成 30 年 度 80，000千円 平 成 30 年 度 130，000千円
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第3表 地 方 債 補 正

1 変 更

起 債 の 目 的
限 度 額

補 正 前 補 正 後

都 市 計 画 事 業 1，212，000 1，311，000

計 53，603，000 53，702，000

初校
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徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 （ 平 成 二 十 四 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 三 条 第 一 項 中 「 減 災 」 を 「 事 前 防 災 及 び 減 災 」 に 、 「 被 災 後 の 」 を 「 県 民 生 活 及 び 県 民 経 済 を 守 り 、 並 び に 被 災 後 の 」 に 、 「 復 興 」 を 「 復 興 を 図 る こ と 」 に

改 め る 。

第 五 十 三 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

（ 建 築 物 等 の 耐 震 診 断 等 の 促 進 ）

第 五 十 三 条 県 は 、 建 築 物 の 地 震 に よ る 倒 壊 等 か ら 県 民 の 安 全 並 び に 津 波 等 か ら の 安 全 な 避 難 及 び 円 滑 な 救 援 に 必 要 な 経 路 を 確 保 す る た め に は 建 築 物 の 耐 震 診

断 及 び 耐 震 改 修 そ の 他 の 措 置 が 講 じ ら れ る こ と が 特 に 重 要 で あ る こ と に 鑑 み 、 市 町 村 と 連 携 し て 、 そ の 促 進 に 必 要 な 措 置 を 講 ず る も の と す る 。

2 県 は 、 市 町 村 そ の 他 の 関 係 者 と 連 携 し て 、 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 が 円 滑 に 行 わ れ る よ う 、 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 業 務 を 行 う 者 の 育 成 及 び 確 保 を

図 る も の と す る 。

3 県 は 、 地 震 が 発 生 し た 場 合 の 家 具 等 の 転 倒 、 窓 ガ ラ ス の 飛 散 等 に よ る 被 害 か ら 県 民 の 安 全 を 確 保 す る た め 、 市 町 村 と 連 携 し て 、 家 具 等 の 転 倒 を 防 止 す る た

め の 対 策 の 促 進 そ の 他 の 必 要 な 措 置 を 講 ず る も の と す る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

第 二 号

徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 九 年 十 一 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 二 号 徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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提 案 理 由

震 災 か ら 県 民 の 生 命 及 び 財 産 を 守 る た め に は 建 築 物 の 耐 震 性 及 び 安 全 性 の 確 保 が 重 要 で あ る こ と に 鑑 み 、 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 そ の 他 の 対 策 の 一 層

の 促 進 を 図 り 、 も っ て 震 災 に 強 い 社 会 の 実 現 に 寄 与 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

初校
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徳 島 県 食 品 表 示 の 適 正 化 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

第 一 条 徳 島 県 食 品 表 示 の 適 正 化 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 十 一 条 第 二 項 中 「 、 そ の 必 要 な 限 度 で 」 及 び 「 、 食 品 関 連 事 業 者 そ の 他 の 関 係 者 の 事 業 所 そ の 他 事 業 に 係 る 施 設 又 は 場 所 に 立 ち 入 り 」 を 削 り 、 「 食 品

の 」 を 「 食 品 関 連 事 業 者 又 は 食 品 関 連 事 業 者 の 代 表 者 若 し く は 食 品 関 連 事 業 者 の 代 理 人 、 使 用 人 そ の 他 の 従 業 者 （ 第 四 項 に お い て 「 食 品 関 連 事 業 者 、 従 業 者

等 」 と い う 。 ） に 対 し 、 食 品 （ 次 に 掲 げ る も の を 除 く 。 ） の 」 に 改 め 、 同 項 に 次 の 各 号 を 加 え る 。

一 生 か き （ 食 品 表 示 基 準 （ 平 成 二 十 七 年 内 閣 府 令 第 十 号 ） 第 四 条 又 は 第 二 十 四 条 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に よ り 採 取 さ れ た 水 域 が 表 示 さ れ な け れ ば な ら な い

も の に 限 る 。 ）

二 ふ ぐ を 原 材 料 と す る ふ ぐ 加 工 品 （ 食 品 表 示 基 準 第 四 条 又 は 第 二 十 四 条 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に よ り 漁 獲 水 域 名 が 表 示 さ れ な け れ ば な ら な い も の に 限 る 。 ）

三 鶏 の 殻 付 き 卵 （ 食 品 表 示 基 準 第 十 九 条 又 は 第 二 十 四 条 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に よ り 採 卵 施 設 等 の 所 在 地 が 表 示 さ れ な け れ ば な ら な い も の に 限 る 。 ）

四 ふ ぐ の 内 臓 を 除 去 し 、 皮 を 剝 い だ も の 並 び に 切 り 身 に し た ふ ぐ 、 ふ ぐ の 精 巣 及 び ふ ぐ の 皮 （ い ず れ も 食 品 表 示 基 準 第 十 九 条 又 は 第 二 十 四 条 第 一 項 第 五

号 の 規 定 に よ り 漁 獲 水 域 名 が 表 示 さ れ な け れ ば な ら な い も の に 限 る 。 ）

第 二 十 一 条 中 第 五 項 を 第 六 項 と し 、 第 四 項 を 第 五 項 と し 、 第 三 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

4 と く し ま 食 品 表 示 Ｇ メ ン は 、 第 二 項 の 規 定 に よ り 食 品 の 提 出 を 求 め る と き は 、 そ の 身 分 を 示 す 証 明 書 を 食 品 関 連 事 業 者 、 従 業 者 等 に 提 示 し な け れ ば な ら

な い 。

第 三 十 二 条 中 「 第 二 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 立 入 り を 拒 み 、 又 は 」 を 削 り 、 「 同 項 」 を 「 第 二 十 一 条 第 二 項 」 に 改 め る 。

第 二 条 徳 島 県 食 品 表 示 の 適 正 化 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 三 号

徳 島 県 食 品 表 示 の 適 正 化 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 食 品 表 示 の 適 正 化 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 九 年 十 一 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 三 号 徳 島 県 食 品 表 示 の 適 正 化 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

初校

７
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第 二 条 第 十 一 号 中 「 納 品 書 、 仕 入 台 帳 等 の 書 類 又 は 容 器 包 装 （ 食 品 衛 生 法 第 四 条 第 五 項 に 規 定 す る 容 器 包 装 を い う 。 ） 」 を 「 取 引 の 相 手 方 か ら 受 け 取 っ た 納

品 書 又 は 仕 入 台 帳 、 入 荷 記 録 簿 そ の 他 食 品 の 仕 入 れ に 関 し て 作 成 し た 書 類 」 に 、 「 出 荷 記 録 簿 等 の 書 類 」 を 「 出 荷 記 録 簿 、 出 庫 台 帳 そ の 他 食 品 の 納 入 に 関 し

て 作 成 し た 書 類 （ 取 引 の 相 手 方 に 交 付 し た 納 品 書 の 写 し が あ る も の は そ の 写 し を 含 む 。 ） 」 に 改 め る 。

第 二 十 二 条 の 見 出 し を 「 （ 勧 告 ） 」 に 改 め 、 同 条 第 一 項 中 「 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 」 を 「 に つ い て 不 当 景 品 類 及 び 不 当 表 示 防 止 法 （ 昭 和 三 十 七 年

法 律 第 百 三 十 四 号 ） 第 五 条 （ 第 一 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） の 規 定 に 違 反 す る 行 為 が あ る と 認 め る 」 に 、 「 当 該 各 号 に 定 め る 」 を 「 当 該 行 為 の 取 り や め 若 し く は

当 該 行 為 が 再 び 行 わ れ る こ と を 防 止 す る た め に 必 要 な 措 置 又 は こ れ ら の 実 施 に 関 連 す る 公 示 そ の 他 必 要 な 」 に 改 め 、 同 項 各 号 及 び 同 条 第 二 項 を 削 る 。

第 二 十 三 条 第 一 項 第 三 号 中 「 前 条 第 一 項 」 を 「 前 条 」 に 改 め 、 「 （ 同 項 第 二 号 に 係 る も の に 限 る 。 ） 」 を 削 り 、 同 項 第 四 号 を 削 る 。

第 二 十 五 条 第 一 項 第 一 号 中 「 又 は 関 係 法 令 等 、 こ の 条 例 」 を 「 又 は 関 係 法 令 等 」 に 改 め る 。

第 三 十 二 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

第 三 十 二 条 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 は 、 二 十 万 円 以 下 の 罰 金 に 処 す る 。

一 第 十 九 条 の 規 定 に 違 反 し て 、 仕 入 関 係 資 料 等 （ 県 産 物 表 示 食 品 を 同 条 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 者 に 販 売 し た 場 合 に あ っ て は 、 仕 入 関 係 資 料 。 以 下 同 じ 。 ）

を 備 え 付 け ず 、 仕 入 関 係 資 料 等 （ 第 二 条 第 十 一 号 に 規 定 す る 取 引 の 相 手 方 か ら 受 け 取 っ た 納 品 書 を 除 く 。 ） に 記 載 す べ き 事 項 を 記 載 せ ず 、 若 し く は 虚 偽

の 記 載 を し 、 又 は 仕 入 関 係 資 料 等 を 保 存 し な か っ た 者

二 正 当 な 理 由 な く 第 二 十 一 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 食 品 の 提 出 を し な か っ た 者

第 三 十 四 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

第 三 十 四 条 第 二 十 四 条 の 規 定 に よ る 届 出 を せ ず 、 又 は 虚 偽 の 届 出 を し た 者 は 、 五 万 円 以 下 の 過 料 に 処 す る 。

附 則

1 こ の 条 例 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 一 条 の 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

2 こ の 条 例 の 施 行 の 日 前 に し た 行 為 に 対 す る 過 料 に 関 す る 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

提 案 理 由

食 品 表 示 の 適 正 化 の 一 層 の 推 進 を 図 る た め 、 仕 入 関 係 資 料 等 の 適 正 な 備 付 け 、 記 載 又 は 保 存 を 行 わ な か っ た 食 品 関 連 事 業 者 等 に 対 す る 罰 則 を 定 め る 等 の 必 要

が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

再校

８
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住 民 基 本 台 帳 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

住 民 基 本 台 帳 法 施 行 条 例 （ 平 成 十 四 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 一 中 十 八 の 項 を 十 九 の 項 と し 、 十 七 の 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

十 八 私 立 の 小 学 校 の 児 童 又 は 中 学 校 の 生 徒 の 保 護 者 等 に 対 す る そ の 児 童 又 は 生 徒 の 修 学 を 支 援 す る た め の 事 業 に 係 る 補 助 金 の 交 付 に 関 す る 事 務 で あ っ て 規

則 で 定 め る も の

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

住 民 サ ー ビ ス の 向 上 及 び 行 政 事 務 の 効 率 化 に 資 す る た め 、 本 人 確 認 情 報 を 利 用 す る こ と が で き る 事 務 の 範 囲 を 拡 大 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提

出 す る 理 由 で あ る 。

第 四 号

住 民 基 本 台 帳 法 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

住 民 基 本 台 帳 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 九 年 十 一 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 四 号 住 民 基 本 台 帳 法 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

再校

９
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行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 （ 平 成 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 五 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 の 前 に 見 出 し と し て 「 （ 個 人 番 号 及 び 特 定 個 人 情 報 の 利 用 範 囲 等 ） 」 を 付 す る 。

第 三 条 を 第 四 条 と し 、 第 二 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

第 三 条 県 内 の 私 立 の 小 学 校 又 は 中 学 校 の 設 置 者 は 、 知 事 に よ る 別 表 第 一 の 七 の 項 に 掲 げ る 事 務 の 処 理 に 関 し て 必 要 と さ れ る 他 人 の 個 人 番 号 を 記 載 し た 書 面 の

提 出 そ の 他 の 他 人 の 個 人 番 号 を 利 用 し た 事 務 で あ っ て 規 則 で 定 め る も の を 行 う こ と が で き る 。

別 表 第 一 中 「 （ 第 二 条 関 係 ） 」 を 「 （ 第 二 条 、 第 三 条 関 係 ） 」 に 改 め 、 十 一 の 項 を 十 二 の 項 と し 、 七 の 項 か ら 十 の 項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 六 の 項 の 次 に 次 の

よ う に 加 え る 。

七 知 事 私 立 の 小 学 校 の 児 童 又 は 中 学 校 の 生 徒 の 保 護 者 等 に 対 す る そ の 児 童 又 は 生 徒 の 修 学 を 支 援 す る た め の 事 業 に 係 る 補 助 金

の 交 付 に 関 す る 事 務 で あ っ て 規 則 で 定 め る も の

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

第 五 号

行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の

よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 九 年 十 一 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 五 号 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

再校

１１
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提 案 理 由

県 民 の 利 便 性 の 向 上 及 び 行 政 事 務 の 効 率 化 に 資 す る た め 、 個 人 番 号 を 利 用 す る こ と が で き る 事 務 の 範 囲 を 拡 大 す る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提

出 す る 理 由 で あ る 。

初校

１２
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職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 四 年 徳 島 県 条 例 第 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 三 号 イ ()2 中 「 第 二 条 の 三 第 三 号 に お い て 」 を 「 以 下 」 に 改 め 、 「 と い う 。 ） 」 の 下 に 「 （ 第 二 条 の 四 の 規 定 に 該 当 す る 場 合 に あ っ て は 、 二 歳 に 達 す る 日 ） 」

を 加 え る 。

第 二 条 の 三 第 二 号 中 「 こ の 条 」 の 下 に 「 及 び 次 条 」 を 加 え る 。

第 二 条 の 四 を 第 二 条 の 五 と し 、 第 二 条 の 三 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

（ 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 場 合 ）

第 二 条 の 四 育 児 休 業 法 第 二 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 場 合 は 、 一 歳 六 か 月 か ら 二 歳 に 達 す る ま で の 子 を 養 育 す る た め 、 非 常 勤 職 員 が 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日

の 翌 日 （ 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 後 の 期 間 に お い て こ の 条 の 規 定 に 該 当 し て そ の 任 期 の 末 日 を 育 児 休 業 の 期 間 の 末 日 と す る 育 児 休 業 を し て い る 非 常 勤 職 員

で あ っ て 、 当 該 任 期 が 更 新 さ れ 、 又 は 当 該 任 期 の 満 了 後 に 特 定 職 に 引 き 続 き 採 用 さ れ る も の に あ っ て は 、 当 該 任 期 の 末 日 の 翌 日 又 は 当 該 引 き 続 き 採 用 さ れ る

日 ） を 育 児 休 業 の 期 間 の 初 日 と す る 育 児 休 業 を し よ う と す る 場 合 で あ っ て 、 次 の 各 号 の い ず れ に も 該 当 す る と き と す る 。

一 当 該 子 に つ い て 、 当 該 非 常 勤 職 員 が 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 に お い て 育 児 休 業 を し て い る 場 合 又 は 当 該 非 常 勤 職 員 の 配 偶 者 が 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達

日 に お い て 地 方 等 育 児 休 業 を し て い る 場 合

二 当 該 子 の 一 歳 六 か 月 到 達 日 後 の 期 間 に つ い て 育 児 休 業 を す る こ と が 継 続 的 な 勤 務 の た め に 特 に 必 要 と 認 め ら れ る 場 合 と し て 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 場 合

に 該 当 す る 場 合

第 三 条 第 七 号 中 「 こ と 」 の 下 に 「 又 は 第 二 条 の 四 の 規 定 に 該 当 す る こ と 」 を 加 え る 。

第 六 号

職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 九 年 十 一 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 六 号 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

初校
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平成29年11月議案及び議案説明書



附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 非 常 勤 職 員 に つ い て 、 子 が 二 歳 に 達 す る 日 ま で 育 児 休 業 を す る こ と が で き る 場 合 を 定

め る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

初校

１４
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国 民 健 康 保 険 法 施 行 条 例

目 次
第 一 章 総 則 （ 第 一 条 ・ 第 二 条 ）

第 二 章 徳 島 県 国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 （ 第 三 条 ― 第 五 条 ）

第 三 章 国 民 健 康 保 険 保 険 給 付 費 等 交 付 金 （ 第 六 条 ）

第 四 章 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 （ 第 七 条 ― 第 十 八 条 ）

第 五 章 雑 則 （ 第 十 九 条 ）

附 則
第 一 章 総 則

（ 趣 旨 ）

第 一 条 こ の 条 例 は 、 国 民 健 康 保 険 法 （ 昭 和 三 十 三 年 法 律 第 百 九 十 二 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。

（ 用 語 ）

第 二 条 こ の 条 例 に お い て 使 用 す る 用 語 は 、 法 及 び 国 民 健 康 保 険 の 国 庫 負 担 金 等 の 算 定 に 関 す る 政 令 （ 昭 和 三 十 四 年 政 令 第 四 十 一 号 。 以 下 「 算 定 政 令 」 と い う 。 ）

に お い て 使 用 す る 用 語 の 例 に よ る 。

第 二 章 徳 島 県 国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会

（ 設 置 ）

第 七 号

国 民 健 康 保 険 法 施 行 条 例 の 制 定 に つ い て

国 民 健 康 保 険 法 施 行 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 九 年 十 一 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 七 号 国 民 健 康 保 険 法 施 行 条 例 の 制 定 に つ い て
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第 三 条 法 第 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 協 議 会 と し て 、 徳 島 県 国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 （ 以 下 「 協 議 会 」 と い う 。 ） を 置 く 。

（ 委 員 の 定 数 ）

第 四 条 協 議 会 の 委 員 の 定 数 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と お り と す る 。

一 被 保 険 者 を 代 表 す る 委 員 三 人

二 保 険 医 又 は 保 険 薬 剤 師 を 代 表 す る 委 員 三 人

三 公 益 を 代 表 す る 委 員 三 人

四 被 用 者 保 険 等 保 険 者 を 代 表 す る 委 員 二 人

2 委 員 は 、 知 事 が 任 命 す る 。

（ 規 則 へ の 委 任 ）

第 五 条 こ の 章 に 定 め る も の の ほ か 、 協 議 会 の 組 織 及 び 運 営 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。

第 三 章 国 民 健 康 保 険 保 険 給 付 費 等 交 付 金

（ 国 民 健 康 保 険 保 険 給 付 費 等 交 付 金 の 種 類 等 ）

第 六 条 法 第 七 十 五 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 県 が 市 町 村 に 対 し て 交 付 す る 国 民 健 康 保 険 保 険 給 付 費 等 交 付 金 は 、 普 通 交 付 金 及 び 特 別 交 付 金 と す る 。

2 普 通 交 付 金 は 、 算 定 政 令 第 六 条 第 二 項 に 掲 げ る 事 項 を 勘 案 し て 、 知 事 が 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 、 市 町 村 に 対 し て 交 付 す る 。

3 特 別 交 付 金 は 、 次 に 掲 げ る 額 の 合 算 額 を 勘 案 し て 、 知 事 が 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 、 市 町 村 に 対 し て 交 付 す る 。

一 算 定 政 令 第 四 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 国 が 災 害 そ の 他 特 別 の 事 情 が あ る 市 町 村 が 属 す る 都 道 府 県 に 交 付 す る 特 別 調 整 交 付 金 の 額 の う ち 、 県 内 の 当 該 市 町 村

の 災 害 そ の 他 特 別 の 事 情 に 応 じ て 交 付 す る 額

二 法 第 七 十 二 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 国 が 市 町 村 の 取 組 を 支 援 す る た め 交 付 す る 額 の う ち 、 県 内 の 当 該 市 町 村 の 取 組 に 応 じ て 交 付 す る 額

三 法 第 七 十 二 条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り 毎 年 度 県 が 一 般 会 計 か ら 県 の 国 民 健 康 保 険 に 関 す る 特 別 会 計 に 繰 り 入 れ る 額 の う ち 、 知 事 が 別 に 定 め る と こ ろ に よ

り 、 県 内 の 当 該 市 町 村 の 交 付 に 充 て る 額

四 法 第 七 十 二 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ り 毎 年 度 国 が 負 担 す る 特 定 健 康 診 査 等 費 用 額 の 三 分 の 一 に 相 当 す る 額 及 び 同 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 県 が 一 般 会 計 か ら

県 の 国 民 健 康 保 険 に 関 す る 特 別 会 計 に 繰 り 入 れ る 特 定 健 康 診 査 等 費 用 額 の 三 分 の 一 に 相 当 す る 額 の 合 算 額 の う ち 、 県 内 の 当 該 市 町 村 の 特 定 健 康 診 査 等 費 用

額 に 応 じ て 交 付 す る 額

第 四 章 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

（ 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 の 徴 収 ）
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第 七 条 県 は 、 法 第 七 十 五 条 の 七 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 年 度 ご と に 各 市 町 村 か ら 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 を 徴 収 す る 。 こ の 場 合 に お い て は 、 県 は 、 あ ら か

じ め 、 当 該 年 度 に お い て 当 該 市 町 村 が 納 付 す べ き 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 の 額 を 算 定 し 、 当 該 市 町 村 に 対 し て 通 知 す る も の と す る 。

（ 医 療 費 指 数 反 映 係 数 ）

第 八 条 算 定 政 令 第 九 条 第 一 項 第 二 号 イ の 医 療 費 指 数 反 映 係 数 は 、 各 市 町 村 に 係 る 算 定 政 令 第 八 条 第 一 号 の 一 般 納 付 金 基 礎 額 に 当 該 市 町 村 に 係 る 次 条 第 一 項 の

年 齢 調 整 後 医 療 費 指 数 の 多 寡 が 反 映 さ れ る よ う 、 知 事 が 定 め る 数 と す る 。

2 知 事 は 、 前 項 の 医 療 費 指 数 反 映 係 数 を 定 め る に 当 た っ て は 、 各 市 町 村 に お け る 保 険 料 の 急 激 な 増 加 が 抑 制 さ れ る よ う 配 慮 す る も の と す る 。

（ 年 齢 調 整 後 医 療 費 指 数 ）

第 九 条 算 定 政 令 第 九 条 第 一 項 第 二 号 ロ の 年 齢 調 整 後 医 療 費 指 数 は 、 各 市 町 村 に つ き 、 当 該 市 町 村 に 係 る 算 定 政 令 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ

た 算 定 政 令 第 九 条 第 四 項 第 三 号 に 掲 げ る 値 と す る 。

2 算 定 政 令 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 算 定 政 令 第 九 条 第 四 項 第 三 号 イ の 規 定 に よ り 条 例 で 定 め る 区 域 内 市 町 村 群 に お い て 共 同 し て 負 担 す

る 部 分 は 、 一 般 被 保 険 者 に 係 る 療 養 の 給 付 に 要 し た 費 用 の 額 、 入 院 時 食 事 療 養 費 、 入 院 時 生 活 療 養 費 、 保 険 外 併 用 療 養 費 、 療 養 費 、 訪 問 看 護 療 養 費 若 し く は

特 別 療 養 費 の 支 給 に つ い て の 療 養 に つ き 算 定 し た 費 用 の 額 又 は 移 送 費 の 支 給 に 要 し た 費 用 の 額 の う ち 、 当 該 年 度 の 前 年 度 の 一 月 一 日 か ら 当 該 年 度 の 十 二 月 三

十 一 日 ま で の 間 に お い て 当 該 一 般 被 保 険 者 が 同 一 の 月 に そ れ ぞ れ 一 の 病 院 等 に つ い て 受 け た 療 養 に 係 る 費 用 の 額 （ 当 該 療 養 （ 国 民 健 康 保 険 法 施 行 令 （ 昭 和 三

十 三 年 政 令 第 三 百 六 十 二 号 ） 第 二 十 九 条 の 二 第 一 項 第 二 号 に 規 定 す る 特 定 給 付 対 象 療 養 を 除 く 。 ） に つ き 法 第 五 十 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 法 令 に よ る 給 付 が 行

わ れ た と き は 、 そ の 給 付 額 を 控 除 し た 額 ） が 八 十 万 円 を 超 え る も の の 八 十 万 円 を 超 え る 部 分 と す る 。

（ 一 般 納 付 金 所 得 係 数 ）

第 十 条 算 定 政 令 第 九 条 第 一 項 第 三 号 イ ()1 の 一 般 納 付 金 所 得 係 数 は 、 第 一 号 に 掲 げ る 額 を 第 二 号 に 掲 げ る 額 で 除 し て 得 た 数 を 基 準 と し て 知 事 が 定 め る 数 と す

る 。
一 算 定 政 令 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 算 定 政 令 第 九 条 第 五 項 第 一 号 に 掲 げ る 額

二 算 定 政 令 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 算 定 政 令 第 九 条 第 五 項 第 二 号 に 掲 げ る 額

（ 一 般 納 付 金 所 得 等 割 合 ）

第 十 一 条 算 定 政 令 第 九 条 第 一 項 第 三 号 イ ()2 の 一 般 納 付 金 所 得 等 割 合 は 、 各 市 町 村 に つ き 、 当 該 市 町 村 に 係 る 算 定 政 令 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え

ら れ た 算 定 政 令 第 九 条 第 六 項 第 二 号 に 掲 げ る 数 と す る 。

（ 一 般 納 付 金 所 得 割 指 数 及 び 一 般 納 付 金 被 保 険 者 均 等 割 指 数 ）

第 十 二 条 算 定 政 令 第 九 条 第 六 項 第 二 号 イ ()2 の 一 般 納 付 金 所 得 割 指 数 及 び 同 条 第 七 項 第 二 号 イ ()2 の 一 般 納 付 金 被 保 険 者 均 等 割 指 数 は 、 そ れ ぞ れ 、 零 を 超 え 、 か
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つ 、 一 未 満 の 範 囲 内 に お い て 知 事 が 定 め る 数 と す る 。

（ 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 納 付 金 所 得 係 数 ）

第 十 三 条 算 定 政 令 第 十 条 第 一 項 第 二 号 イ ()1 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 納 付 金 所 得 係 数 は 、 第 一 号 に 掲 げ る 額 を 第 二 号 に 掲 げ る 額 で 除 し て 得 た 数 を 基 準 と し て 知 事

が 定 め る 数 と す る 。

一 算 定 政 令 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 算 定 政 令 第 十 条 第 三 項 第 一 号 に 掲 げ る 額

二 算 定 政 令 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え ら れ た 算 定 政 令 第 十 条 第 三 項 第 二 号 に 掲 げ る 額

（ 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 納 付 金 所 得 等 割 合 ）

第 十 四 条 算 定 政 令 第 十 条 第 一 項 第 二 号 イ ()2 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 納 付 金 所 得 等 割 合 は 、 各 市 町 村 に つ き 、 当 該 市 町 村 に 係 る 算 定 政 令 附 則 第 四 条 第 一 項 の 規 定

に よ り 読 み 替 え ら れ た 算 定 政 令 第 十 条 第 四 項 第 二 号 に 掲 げ る 数 と す る 。

（ 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 納 付 金 所 得 割 指 数 及 び 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 納 付 金 被 保 険 者 均 等 割 指 数 ）

第 十 五 条 算 定 政 令 第 十 条 第 四 項 第 二 号 イ ()2 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 納 付 金 所 得 割 指 数 及 び 同 条 第 五 項 第 二 号 イ ()2 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 納 付 金 被 保 険 者 均 等 割 指

数 は 、 そ れ ぞ れ 、 零 を 超 え 、 か つ 、 一 未 満 の 範 囲 内 に お い て 知 事 が 定 め る 数 と す る 。

（ 介 護 納 付 金 納 付 金 所 得 係 数 ）

第 十 六 条 算 定 政 令 第 十 一 条 第 一 項 第 二 号 イ ()1 の 介 護 納 付 金 納 付 金 所 得 係 数 は 、 第 一 号 に 掲 げ る 額 を 第 二 号 に 掲 げ る 額 で 除 し て 得 た 数 を 基 準 と し て 知 事 が 定 め

る 数 と す る 。

一 算 定 政 令 第 十 一 条 第 三 項 第 一 号 に 掲 げ る 額

二 算 定 政 令 第 十 一 条 第 三 項 第 二 号 に 掲 げ る 額

（ 介 護 納 付 金 納 付 金 所 得 等 割 合 ）

第 十 七 条 算 定 政 令 第 十 一 条 第 一 項 第 二 号 イ ()2 の 介 護 納 付 金 納 付 金 所 得 等 割 合 は 、 各 市 町 村 に つ き 、 当 該 市 町 村 に 係 る 同 条 第 四 項 第 二 号 に 掲 げ る 数 と す る 。

（ 介 護 納 付 金 納 付 金 所 得 割 指 数 及 び 介 護 納 付 金 納 付 金 被 保 険 者 均 等 割 指 数 ）

第 十 八 条 算 定 政 令 第 十 一 条 第 四 項 第 二 号 イ ()2 の 介 護 納 付 金 納 付 金 所 得 割 指 数 及 び 同 条 第 五 項 第 二 号 イ ()2 の 介 護 納 付 金 納 付 金 被 保 険 者 均 等 割 指 数 は 、 そ れ ぞ

れ 、 零 を 超 え 、 か つ 、 一 未 満 の 範 囲 内 に お い て 知 事 が 定 め る 数 と す る 。

第 五 章 雑 則

（ 委 任 ）

第 十 九 条 こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 条 例 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。
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附 則

1 こ の 条 例 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 次 項 の 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

2 第 七 条 の 規 定 に よ る 通 知 そ の 他 の 行 為 は 、 こ の 条 例 の 施 行 前 に お い て も 行 う こ と が で き る 。

提 案 理 由

持 続 可 能 な 医 療 保 険 制 度 を 構 築 す る た め の 国 民 健 康 保 険 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 に よ り 国 民 健 康 保 険 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 同 法 の 施 行 に 関 し

必 要 な 事 項 を 定 め る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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県 営 土 地 改 良 事 業 分 担 金 徴 収 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

県 営 土 地 改 良 事 業 分 担 金 徴 収 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

題 名 を 次 の よ う に 改 め る 。

県 営 土 地 改 良 事 業 分 担 金 等 徴 収 条 例

第 一 条 中 「 分 担 金 」 の 下 に 「 並 び に 法 第 九 十 一 条 の 二 第 一 項 及 び 第 六 項 の 規 定 に よ る 特 別 徴 収 金 」 を 加 え る 。

第 二 条 第 一 項 中 「 、 県 営 土 地 改 良 事 業 」 の 下 に 「 （ 法 第 八 十 七 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ り 行 う 県 営 土 地 改 良 事 業 を 除 く 。 第 八 条 第 一 項 に お い て 同 じ 。 ） 」 を 加

え 、 「 （ 第 七 条 の 二 に 規 定 す る も の を 除 く 。 ） 」 を 削 る 。

第 五 条 中 「 一 通 」 を 「 督 促 状 一 通 」 に 、 「 三 十 円 」 を 「 郵 便 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百 六 十 五 号 ） 第 六 十 七 条 第 二 項 第 三 号 の 総 務 省 令 で 定 め る 額 に 相 当 す る

額 」 に 改 め る 。

第 八 条 を 第 十 条 と す る 。

第 七 条 の 三 中 「 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 徴 収 す る 分 担 金 」 を 「 特 別 徴 収 金 」 に 、 「 第 四 条 か ら 第 六 条 ま で 」 を 「 第 四 条 本 文 、 第 五 条 及 び 第 六 条 」 に 改 め 、 同

条 を 第 九 条 と す る 。

第 七 条 の 二 第 一 項 中 「 行 な う 」 を 「 行 う 」 に 、 「 割 り ふ つ て 」 を 「 割 り 振 つ て 」 に 、 「 完 了 の 公 告 の 」 を 「 完 了 に つ い て 法 第 百 十 三 条 の 三 第 三 項 の 規 定 に よ る

公 告 が あ つ た 」 に 、 「 日 ） 」 を 「 日 。 次 項 に お い て 「 工 事 完 了 公 告 日 」 と い う 。 ） 」 に 、 「 年 度 ） 」 を 「 年 度 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） の 初 日 」 に 、 「 を 納 付 せ し め る 旨

の 条 件 を 付 し た 分 担 金 」 を 「 の 特 別 徴 収 金 」 に 改 め 、 同 条 中 第 四 項 を 第 五 項 と し 、 同 条 第 三 項 中 「 転 用 」 を 「 第 一 項 に 規 定 す る 転 用 又 は 目 的 外 用 途 供 用 行 為 等 」

に 、 「 こ え な い 」 を 「 超 え な い 」 に 、 「 第 一 項 の 分 担 金 」 を 「 特 別 徴 収 金 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 四 項 と し 、 同 条 第 二 項 中 「 前 項 の 分 担 金 」 を 「 前 二 項 の 規 定 に

第 八 号

県 営 土 地 改 良 事 業 分 担 金 徴 収 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

県 営 土 地 改 良 事 業 分 担 金 徴 収 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 九 年 十 一 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 八 号 県 営 土 地 改 良 事 業 分 担 金 徴 収 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

再校

２１

平成29年11月議案及び議案説明書



よ り 徴 収 す る 特 別 徴 収 金 （ 以 下 単 に 「 特 別 徴 収 金 」 と い う 。 ） 」 に 、 「 当 該 県 営 土 地 改 良 事 業 に 係 る 第 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 徴 収 に 係 る 決 定 通 知 を 行 な う 際 に

あ わ せ て そ の 通 知 を 受 け る 者 に 前 項 の 規 定 に よ り 徴 収 す る 分 担 金 の 額 そ の 他 当 該 分 担 金 」 を 「 特 別 徴 収 金 の 額 そ の 他 当 該 特 別 徴 収 金 」 に 、 「 こ れ を 」 を 「 こ れ

を 特 別 徴 収 金 の 徴 収 を 受 け る 者 に 」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 三 項 と し 、 同 条 第 一 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え 、 同 条 を 第 八 条 と す る 。

2 県 は 、 国 か ら 補 助 金 の 交 付 を 受 け て 行 う 県 営 土 地 改 良 事 業 （ 法 第 八 十 七 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ り 行 う 県 営 土 地 改 良 事 業 に 限 る 。 ） で あ つ て 別 に 知 事 が 指

定 す る も の の 施 行 に つ い て は 、 法 第 九 十 一 条 の 二 第 六 項 各 号 に 掲 げ る 者 が 、 法 第 八 十 七 条 の 三 第 七 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 七 条 第 五 項 の 規 定 に よ る 当 該

県 営 土 地 改 良 事 業 の 計 画 を 定 め た 旨 を 公 告 し た 日 か ら 当 該 県 営 土 地 改 良 事 業 の 工 事 完 了 公 告 日 の 属 す る 年 度 の 翌 年 度 の 初 日 か ら 起 算 し て 八 年 を 経 過 し な い 間

に 当 該 各 号 に 定 め る 場 合 に 該 当 す る こ と と な る 場 合 に は 、 そ の 者 か ら 、 当 該 県 営 土 地 改 良 事 業 に つ い て 要 す る 費 用 の 額 を 当 該 各 号 に 定 め る 場 合 に 該 当 す る こ

と と な る 行 為 （ 以 下 「 目 的 外 用 途 供 用 行 為 等 」 と い う 。 ） に 係 る 土 地 の 面 積 に 割 り 振 つ て 得 ら れ る 額 か ら 法 第 九 十 一 条 第 六 項 の 規 定 に よ り 県 が 徴 収 す る 負 担

金 を 当 該 目 的 外 用 途 供 用 行 為 等 に 係 る 土 地 の 面 積 に 割 り 振 つ て 得 ら れ る 額 を 差 し 引 い て 得 た 額 （ 目 的 外 用 途 供 用 行 為 等 に よ り 遊 休 化 す る 施 設 を 当 該 施 設 の 目

的 外 用 途 に 活 用 す る こ と に よ り 生 ず る 収 入 が あ る 場 合 に は 、 当 該 収 入 額 の う ち 当 該 目 的 外 用 途 供 用 行 為 等 に 係 る 土 地 に 係 る も の を 差 し 引 い た 額 ） の 範 囲 内 で 、

特 別 徴 収 金 を 徴 収 す る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

土 地 改 良 法 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 農 地 中 間 管 理 機 構 が 農 地 中 間 管 理 権 を 取 得 し た 農 用 地 を 対 象 と し た 県 が 行 う 申 請 に よ ら な い 土 地 改 良 事 業 が 新 設 さ れ た こ と に

伴 い 、 当 該 土 地 改 良 事 業 の 施 行 に 係 る 地 域 内 の 農 用 地 が 目 的 外 用 途 に 供 さ れ た 場 合 等 に 県 が 徴 収 す る 特 別 徴 収 金 に 関 す る 規 定 を 設 け る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、

こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

再校
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徳 島 県 都 市 公 園 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 都 市 公 園 条 例 （ 昭 和 三 十 三 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 の 三 第 二 項 中 「 の 条 例 」 を 「 （ 法 第 五 条 の 九 第 一 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 条 例 」 に 、 「 第 五 項 ま で 」 を 「 第 六 項 ま で 」 に 改

め 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

3 令 第 八 条 第 一 項 の 条 例 で 定 め る 割 合 は 、 百 分 の 五 十 と す る 。

第 二 十 一 条 中 「 第 五 条 の 三 」 を 「 第 五 条 の 十 一 」 に 改 め る 。

別 表 第 一 徳 島 県 鳴 門 総 合 運 動 公 園 の 項 中 「 体 育 館 冷 暖 房 施 設 」 を 「 体 育 館 冷 暖 房 施 設 武 道 館 冷 暖 房 施 設 」 に 改 め る 。

別 表 第 二 の 二 の 表 中 「 第 七 条 第 二 号 」 を 「 第 七 条 第 一 項 第 二 号 」 に 、 「 第 七 条 第 三 号 」 を 「 第 七 条 第 一 項 第 三 号 」 に 、 「 第 十 二 条 第 二 号 」 を 「 第 十 二 条 第 二 項

第 二 号 」 に 、 「 第 七 条 第 六 号 」 を 「 第 七 条 第 一 項 第 六 号 」 に 、 「 第 十 二 条 第 七 号 」 を 「 第 十 二 条 第 二 項 第 七 号 」 に 改 め る 。

別 表 第 三 の そ の 二 の 表 中
「
野 球 場 用 照 明 施 設 一 時 間 五 、 ○ 八 ○ 円

」
を

「

照 度 特

照 度 一

野 球 場 用 照 明 施 設 照 度 二

照 度 三

照 度 四

第 九 号

徳 島 県 都 市 公 園 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 都 市 公 園 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 九 年 十 一 月 二 十 七 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 九 号 徳 島 県 都 市 公 園 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

初校
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一 時 間 二 二 、 五 三 ○ 円

一 時 間 一 三 、 一 五 ○ 円

一 時 間 六 、 二 六 ○ 円

一 時 間 五 、 ○ 八 ○ 円

一 時 間 三 、 八 四 ○ 円
」

に 、
「

体 育 館 冷 暖 房 施 設

メ イ ン ア リ ー ナ 一 時 間 一 二 、 四 二 ○ 円

サ ブ ア リ ー ナ 一 時 間 二 、 三 四 ○ 円
」

を
「

体 育 館 冷 暖 房 施 設

メ
サ

武 道 館 冷 暖 房 施 設

大
剣

柔

イ ン ア リ ー ナ 一 時 間 一 二 、 四 二 ○ 円

ブ ア リ ー ナ 一 時 間 二 、 三 四 ○ 円

道 場 （ 諸 室 を 含 む 。 ） 一 時 間 二 、 九 五 ○ 円

道 場 一 時 間 五 ○ ○ 円

道 場 一 時 間 五 ○ ○ 円
」

に 改 め る 。

別 表 第 三 備 考 中 第 十 五 項 を 第 十 六 項 と し 、 第 七 項 か ら 第 十 四 項 ま で を 一 項 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 六 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

7 野 球 場 用 照 明 施 設 の 「 照 度 特 」 、 「 照 度 一 」 、 「 照 度 二 」 、 「 照 度 三 」 及 び 「 照 度 四 」 と は 、 照 明 の 明 る さ の 度 合 い を い い 、 そ の 基 準 に つ い て は 、 知 事 が 別

に 定 め る と こ ろ に よ る 。

附 則

1 こ の 条 例 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 一 条 の 三 の 改 正 規 定 、 第 二 十 一 条 の 改 正 規 定 及 び 別 表 第 二 の 二 の 表 の 改 正 規 定 は 、 公 布 の 日 か

ら 施 行 す る 。

2 こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 許 可 又 は 承 認 を 受 け て い る 都 市 公 園 の 使 用 に 係 る 使 用 料 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

再校
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提 案 理 由

徳 島 県 鳴 門 総 合 運 動 公 園 の 武 道 館 に 冷 暖 房 施 設 を 新 設 す る こ と 等 に 伴 い 、 そ の 使 用 料 の 額 等 に つ い て 所 要 の 改 正 を 行 う と と も に 、 都 市 公 園 法 及 び 都 市 公 園 法

施 行 令 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 都 市 公 園 に お け る 運 動 施 設 の 敷 地 面 積 の 割 合 の 上 限 を 条 例 で 定 め る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理

由 で あ る 。

初校
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発売総額 10，000，000千円以内

提案理由

当せん金付証票の発売について，当せん金付証票法第4条の規定により，その限度額について議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由であ

る。

第10号

当せん金付証票の発売について

当せん金付証票法により，平成30年度中において証票を次のとおり発売することができる。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第10号 当せん金付証票の発売について

初校
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1 施 設 の 名 称 徳島県立西部防災館

2 指 定 管 理 者 三好郡東みよし町中庄276番地1

四国開発土木株式会社

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成33年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第11号

徳島県立西部防災館の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第11号 徳島県立西部防災館の指定管理者の指定について

初校
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１ 施 設 の 名 称 徳島県青少年センター

2 指 定 管 理 者 徳島市東大工町一丁目9番1号

徳島県青少年センター共同事業体

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第12号

徳島県青少年センターの指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第12号 徳島県青少年センターの指定管理者の指定について

初校
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1 施 設 の 名 称 徳島県立佐那河内いきものふれあいの里

2 指 定 管 理 者 名東郡佐那河内村下字南林1番地17

特定非営利活動法人 大川原

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第13号

徳島県立佐那河内いきものふれあいの里の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第13号 徳島県立佐那河内いきものふれあいの里の指定管理者の指定について
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1 施 設 の 名 称 徳島県立総合福祉センター

2 指 定 管 理 者 徳島市西新浜町二丁目3番78号

社会福祉法人 徳島県社会福祉事業団

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第14号

徳島県立総合福祉センターの指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第14号 徳島県立総合福祉センターの指定管理者の指定について

初校

３５

平成29年11月議案及び議案説明書



36初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県立障がい者交流プラザ（障がい者交流センター及び視聴覚障がい者支援センター）

2 指 定 管 理 者 徳島市西新浜町二丁目3番78号

社会福祉法人 徳島県社会福祉事業団

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第15号

徳島県立障がい者交流プラザ（障がい者交流センター等）の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第15号 徳島県立障がい者交流プラザ（障がい者交流センター等）の指定管理者の指定について

初校

３７

平成29年11月議案及び議案説明書



38初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県立障がい者交流プラザ（障がい者スポーツセンター）

2 指 定 管 理 者 徳島市一番町三丁目16番地の3

岡田企画株式会社

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第16号

徳島県立障がい者交流プラザ（障がい者スポーツセンター）の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第16号 徳島県立障がい者交流プラザ（障がい者スポーツセンター）の指定管理者の指定について

初校

３９

平成29年11月議案及び議案説明書



40初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県立大鳴門橋架橋記念館及び徳島県立渦の道

2 指 定 管 理 者 徳島市南末広町4番54号

株式会社ネオビエント及び一般財団法人徳島県観光協会参加グループ

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第17号

徳島県立大鳴門橋架橋記念館等の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第17号 徳島県立大鳴門橋架橋記念館等の指定管理者の指定について

初校

４１

平成29年11月議案及び議案説明書



42初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県立美馬野外交流の郷

2 指 定 管 理 者 三好郡東みよし町中庄276番地1

四国開発土木株式会社

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第18号

徳島県立美馬野外交流の郷の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第18号 徳島県立美馬野外交流の郷の指定管理者の指定について

初校

４３

平成29年11月議案及び議案説明書



44初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県立出島野鳥公園

2 指 定 管 理 者 阿南市那賀川町みどり台1番地の1

株式会社 コート・ベール徳島

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第19号

徳島県立出島野鳥公園の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第19号 徳島県立出島野鳥公園の指定管理者の指定について

初校

４５

平成29年11月議案及び議案説明書



46初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県腕山放牧場

2 指 定 管 理 者 名西郡石井町浦庄字上浦531番地1

徳島県酪農業協同組合

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第20号

徳島県腕山放牧場の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第20号 徳島県腕山放牧場の指定管理者の指定について

初校

４７

平成29年11月議案及び議案説明書



48初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県立神山森林公園

2 指 定 管 理 者 名西郡神山町神領字西上角39番地

徳島中央森林組合

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第21号

徳島県立神山森林公園の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第21号 徳島県立神山森林公園の指定管理者の指定について

初校

４９

平成29年11月議案及び議案説明書



50初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県立高丸山千年の森

2 指 定 管 理 者 勝浦郡上勝町大字福原字川北30番地

一般社団法人 かみかつ里山倶楽部

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第22号

徳島県立高丸山千年の森の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第22号 徳島県立高丸山千年の森の指定管理者の指定について

初校

５１

平成29年11月議案及び議案説明書



52初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県日峯大神子広域公園，徳島県文化の森総合公園，徳島県新町川公園及び徳島県蔵本公園

2 指 定 管 理 者 徳島市川内町平石住吉209番地5

公益財団法人 徳島県建設技術センター

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成33年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第23号

徳島県日峯大神子広域公園等の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第23号 徳島県日峯大神子広域公園等の指定管理者の指定について

初校

５３

平成29年11月議案及び議案説明書



54初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県鳴門ウチノ海総合公園及び徳島県鳴門総合運動公園

2 指 定 管 理 者 鳴門市撫養町南浜字東浜170番地

鳴門市

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成33年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第24号

徳島県鳴門ウチノ海総合公園等の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第24号 徳島県鳴門ウチノ海総合公園等の指定管理者の指定について

初校

５５

平成29年11月議案及び議案説明書



56初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県富田浜第一駐車場，徳島県富田浜第二駐車場及び徳島県幸町駐車場

2 指 定 管 理 者 徳島市紺屋町24番地

株式会社 バル

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第25号

徳島県富田浜第一駐車場等の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第25号 徳島県富田浜第一駐車場等の指定管理者の指定について

初校

５７

平成29年11月議案及び議案説明書



58初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 新浜町団地県営住宅及び大麻団地県営住宅

2 指 定 管 理 者 徳島市川内町平石住吉209番地5

徳島県住宅供給公社

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成33年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第26号

新浜町団地県営住宅等の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第26号 新浜町団地県営住宅等の指定管理者の指定について

初校

５９

平成29年11月議案及び議案説明書



60初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県立埋蔵文化財総合センター

2 指 定 管 理 者 板野郡板野町犬伏字平山86番2

公益財団法人 徳島県埋蔵文化財センター

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第27号

徳島県立埋蔵文化財総合センターの指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第27号 徳島県立埋蔵文化財総合センターの指定管理者の指定について

初校

６１

平成29年11月議案及び議案説明書



62初校

平成29年11月議案及び議案説明書



1 施 設 の 名 称 徳島県藍場町地下駐車場及び徳島県松茂駐車場

2 指 定 管 理 者 徳島市国府町花園59番地3

株式会社 ティビィケイ

3 指 定 の 期 間 平成30年4月1日から平成35年3月31日まで

提案理由

指定管理者の指定について，地方自治法第244条の2第6項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第28号

徳島県藍場町地下駐車場等の指定管理者の指定について

地方自治法第244条の2第6項の規定により，次のとおり公の施設の指定管理者を指定する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第28号 徳島県藍場町地下駐車場等の指定管理者の指定について

初校

６３

平成29年11月議案及び議案説明書



64初校

平成29年11月議案及び議案説明書



関西広域連合規約の一部を改正する規約

関西広域連合規約（平成22年12月1日総行市第250号総務大臣許可）の一部を次のように改正する。

第4条第1項第3号ア中「通訳案内士に」を「全国通訳案内士及び地域通訳案内士（広域連合の区域をその業務区域に含むものに限る。）に」に，「及び第32

条（第1項を除く。）から第34条まで」を「（同法第57条においてこれらの規定を準用する場合を含む。），第33条（第1項を除く。）及び第34条（同法第59条に

おいてこれらの規定を準用する場合を含む。），第54条（第4項を除く。）並びに第55条」に改め，同号中ウを削り，エをウとし，オからクまでをエからキまで

とし，同項第7号中「，次に掲げるもの」を「次に掲げるもの並びに毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）第8条第1項第3号に規定する毒物劇物取

扱者試験及び医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第36条の8第1項に規定する試験に関する事務」

に改め，同条第2項中「アからウまで」を「ア及びイ」に改める。

別表事業費の部第4条第1項第3号アからウまでに規定する事務に係る経費の項中「第4条第1項第3号アからウまで」を「第4条第1項第3号ア及びイ」

に改め，同部第4条第1項第3号エからクまでに規定する事務に係る経費の項中「第4条第1項第3号エからクまで」を「第4条第1項第3号ウからキまで」

に改める。

附 則

（施行期日）

1 この規約は，平成31年4月1日から施行する。ただし，第4条第1項第3号及び第2項並びに別表の改正規定並びに次項の規定は，総務大臣の許可のあっ

た日から施行する。

（経過措置）

第29号

関西広域連合規約の一部変更に関する協議について

関西広域連合規約の一部を次のとおり変更することについて関係地方公共団体と協議する。

平 成29年11月27日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第29号 関西広域連合規約の一部変更に関する協議について

再校

６５

平成29年11月議案及び議案説明書



2 関西広域連合は，この規約の施行の日前においても，改正後の関西広域連合規約第4条第1項第7号に掲げる事務（同号アからウまでに掲げる事務を除く。）

の実施に必要な準備行為をすることができる。

提案理由

地方自治法第291条の3第1項の規定により，関西広域連合の規約の一部を変更するに当たり，同法第291条の11の規定により議決を経る必要がある。これ

が，この案件を提出する理由である。

三校

６６

平成29年11月議案及び議案説明書



損害賠償の額の決定及び和解について

交通事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

三好市在住 1名 126，360 平成29年6月1日 三好市地内 平成29年10月19日

吉野川市所在 1法人 151，070 平成29年6月29日 三好郡東みよし町地内 平成29年10月19日

愛媛県松山市所在 1法人 617，000 平成29年7月12日 吉野川市地内 平成29年10月19日

名西郡石井町在住 1名 9，897 平成29年8月8日 徳島市地内 平成29年10月20日

報告第1号

損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

平 成29年11月27日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円

報告第1号 損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について
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損害賠償の額の決定及び和解について

道路事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第2号

損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

平 成29年11月27日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

三好市所在 1法人 364，000 平成29年6月7日 三好市地内
（県道山城東祖谷山線） 平成29年10月23日

阿波市在住 1名 325，000 平成29年6月21日 美馬市地内
（国道492号） 平成29年10月23日

美馬市在住 1名 398，000 平成29年7月3日 美馬郡つるぎ町地内
（県道美馬貞光線） 平成29年10月23日

三好郡東みよし町在住 1名 235，000 平成29年7月8日 三好市地内
（県道白地州津線） 平成29年10月23日

那賀郡那賀町在住 1名 87，000 平成29年7月9日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 平成29年10月23日

那賀郡那賀町在住 1名 235，000 平成29年7月9日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 平成29年10月23日

小松島市在住 1名 156，000 平成29年7月13日 阿南市地内
（国道195号） 平成29年10月23日

円

報告第2号 損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

再校
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那賀郡那賀町在住 1名 103，000 平成29年7月27日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 平成29年10月23日

那賀郡那賀町在住 1名 87，000 平成29年8月2日 那賀郡那賀町地内
（県道西納大久保線） 平成29年10月23日

阿南市在住 1名 133，000 平成29年8月21日 那賀郡那賀町地内
（国道195号） 平成29年10月23日

海部郡牟岐町在住 1名 55，000 平成29年8月27日 海部郡美波町地内
（県道日和佐牟岐線） 平成29年10月23日

那賀郡那賀町在住 1名 67，000 平成29年8月31日 那賀郡那賀町地内
（県道古屋日浦線） 平成29年10月23日

再校
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1 総 括
（歳 入）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 頁

01 県 税 76，600，000 ― 76，600，000 ―

02 地 方 消 費 税 清 算 金 26，232，137 ― 26，232，137 ―

03 地 方 譲 与 税 13，000，000 ― 13，000，000 ―

04 地 方 特 例 交 付 金 135，000 ― 135，000 ―

05 地 方 交 付 税 146，100，000 ― 146，100，000 ―

06 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 290，000 ― 290，000 ―

07 分 担 金 及 び 負 担 金 806，127 ― 806，127 ―

08 使 用 料 及 び 手 数 料 6，165，472 ― 6，165，472 ―

平成29年度徳島県一般会計補正予算（第4号）説明書
歳入歳出補正予算（第4号）事項別明細書 （単位 千円）

初校
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款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 頁

09 国 庫 支 出 金 61，374，516 ― 61，374，516 ―

10 財 産 収 入 1，039，336 ― 1，039，336 ―

11 寄 附 金 31，708 ― 31，708 ―

12 繰 入 金 84，655，922 ― 84，655，922 ―

13 繰 越 金 6，552，381 11，000 6，563，381 77

14 諸 収 入 17，585，458 ― 17，585，458 ―

15 県 債 53，603，000 99，000 53，702，000 79

歳 入 合 計 494，171，057 110，000 494，281，057 ―

再校

７４
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（歳 出）

款 補正前の額 補 正 額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

頁特 定 財 源
一 般 財 源

国 支 出 金 地 方 債 そ の 他

01 議 会 費 972，845 ― 972，845 ―

02 総 務 費 29，966，812 ― 29，966，812 ―

03 民 生 費 61，335，117 ― 61，335，117 ―

04 衛 生 費 28，188，132 ― 28，188，132 ―

05 労 働 費 5，724，619 ― 5，724，619 ―

06 農 林 水 産 業 費 30，681，003 ― 30，681，003 ―

07 商 工 費 65，434，767 ― 65，434，767 ―

08 土 木 費 48，757，443 110，000 48，867，443 99，000 11，000 81

09 警 察 費 20，780，596 ― 20，780，596 ―

再校
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款 補正前の額 補 正 額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

頁特 定 財 源
一 般 財 源

国 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10 教 育 費 86，489，327 ― 86，489，327 ―

11 災 害 復 旧 費 10，886，426 ― 10，886，426 ―

12 公 債 費 77，074，348 ― 77，074，348 ―

13 諸 支 出 金 27，729，622 ― 27，729，622 ―

14 予 備 費 150，000 ― 150，000 ―

財 源 振 替 0 0 0 繰越金 11，000 △11，000 ―

歳 出 合 計 494，171，057 110，000 494，281，057 99，000 11，000 0 ―

初校
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2 歳 入
（款） 13 繰 越 金

（項） 01 繰 越 金

目 補正前の額 補 正 額 計
節

説 明
区 分 金 額

01 繰 越 金 6，552，381 11，000 6，563，38101繰 越 金 11，000

計 6，552，381 11，000 6，563，381

７７歳入 第13款 繰 越 金
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（款） 15 県 債

（項） 01 県 債

目 補正前の額 補 正 額 計
節

説 明
区 分 金 額

07 土 木 債 16，533，000 99，000 16，632，00004都市計画費債 99，000 公園整備事業費 99，000

計 53，603，000 99，000 53，702，000

７９歳入 第15款 県 債

初校
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3 歳 出
（款） 08 土 木 費

（項） 05 都 市 計 画 費

目
補正前
の 額

補正額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説 明特 定 財 源 一般財源 区 分 金 額国支出金 地 方 債 そ の 他

03公 園 費 1，925，249 110，0002，035，249 99，000 11，00015工事請負費 110，000 1 公園整備事業費 110，000

計 3，370，237 110，0003，480，237 99，000 11，000

８１歳出 第08款 土 木 費
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補正予算（第4号）債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の

見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（当該年度提出に係る分）

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支 出（ 見 込 ）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源期 間 金 額 期 間 金 額 国支出金 地 方 債 そ の 他

徳島県立西部防災館の管理運営協定

92，308

自

平成30年度

至

平成32年度

92，308 8，749 83，559

徳島県青少年センターの管理運営協定

435，426

自

平成30年度

至

平成34年度

435，426 7，500 427，926

徳島県立佐那河内いきものふれあいの

里の管理運営協定
105，381

自

平成30年度

至

平成34年度

105，381 3，910 101，471

徳島県立総合福祉センターの管理運営

協定
158，740

自

平成30年度

至

平成34年度

158，740 46，132 112，608

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

８３
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事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支 出（ 見 込 ）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源期 間 金 額 期 間 金 額 国支出金 地 方 債 そ の 他

徳島県立障がい者交流プラザ（障がい

者交流センター等）の管理運営協定
653，551

自

平成30年度

至

平成34年度

653，551 86，705 10，416 556，430

徳島県立障がい者交流プラザ（障がい

者スポーツセンター）の管理運営協定
254，000

自

平成30年度

至

平成34年度

254，000 254，000

徳島県立美馬野外交流の郷の管理運営

協定
72，700

自

平成30年度

至

平成34年度

72，700 1，515 71，185

徳島県立出島野鳥公園の管理運営協定

27，904

自

平成30年度

至

平成34年度

27，904 2，160 25，744

徳島県立高丸山千年の森の管理運営協

定
92，064

自

平成30年度

至

平成34年度

92，064 92，064

初校
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
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徳島県立神山森林公園の管理運営協定

361，680

自

平成30年度

至

平成34年度

361，680 484 361，196

徳島県日峯大神子広域公園等の管理運

営協定
544，480

自

平成30年度

至

平成32年度

544，480 152，463 392，017

徳島県鳴門ウチノ海総合公園等の管理

運営協定
373，920

自

平成30年度

至

平成32年度

373，920 76，437 297，483

新浜町団地県営住宅等の管理運営協定

57，993

自

平成30年度

至

平成32年度

57，993 57，993

県営住宅建設事業工事請負契約 30，000 平成30年度 30，000 15，000 13，000 2，000

徳島県立埋蔵文化財総合センターの管

理運営協定
73，681

自

平成30年度

至

平成34年度

73，681 73，681

８５
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事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支 出（ 見 込 ）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源期 間 金 額 期 間 金 額 国支出金 地 方 債 そ の 他

道路改築事業工事請負契約 補正前 350，000 平成30年度 350，000 192，500 140，000 17，500

補正後 680，000 平成30年度 680，000 374，000 273，000 33，000

緊急地方道路整備事業工事請
負等契約

補正前 1，560，000 平成30年度 1，560，000 1，006，500 489，000 2，000 62，500

補正後 1，710，000 平成30年度 1，710，000 1，102，200 537，000 2，000 68，800

公園整備事業工事請負等契約 補正前 680，000 平成30年度 680，000 250，000 405，000 25，000

補正後 980，000 平成30年度 980，000 250，000 675，000 55，000

床上浸水対策特別緊急事業工
事請負等契約

補正前 300，000 平成30年度 300，000 150，000 135，000 15，000

補正後 640，000 平成30年度 640，000 320，000 288，000 32，000

地すべり対策事業工事請負等
契約

補正前 80，000 平成30年度 80，000 40，000 36，000 4，000

補正後 130，000 平成30年度 130，000 65，000 58，000 7，000

初校
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補正予算（第4号）地方債の前年度末における現在高及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
前 年 度 末

現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み 当該年度末現在高見込額当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当該年度中元金償還見込額
補正前の額 補 正 額 計 補正前の額 補 正 額 計 補正前の額 補 正 額 計

1 普 通 債 503，678，989 40，662，000 99，000 40，761，000 45，124，007 45，124，007499，216，982 99，000499，315，982

()1 土 木 325，941，251 22，116，000 99，000 22，215，000 32，445，159 32，445，159315，612，092 99，000315，711，092

合 計 845，300，596 65，652，000 99，000 65，751，000 66，347，000 66，347，000844，605，596 99，000844，704，596

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
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